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（参考）現行の鉄塔・電柱に係る技術基準
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【支持物の倒壊の防止】
第32条 架空電線路又は架空電車線路の支持物の材料及び構造（支線を施設する場合は、当該支線に係る

ものを含む。）は、その支持物が支持する電線等による引張荷重、風速四十メートル毎秒の風圧荷重及び当
該設置場所において通常想定される気象の変化、振動、衝撃その他の外部環境の影響を考慮し、倒壊のおそ
れがないよう、安全なものでなければならない。ただし、人家が多く連なっている場所に施設する架空電線路に
あっては、その施設場所を考慮して施設する場合は、風速四十メートル毎秒の風圧荷重の二分の一の風圧荷重
を考慮して施設することができる。

２ 特別高圧架空電線路の支持物は、構造上安全なものとすること等により連鎖的に倒壊のおそれがないように施
設しなければならない。

＜電気設備の技術基準の解釈（抄）＞

＜電気設備の技術基準（抄）＞

【架空電線路の強度検討に用いる荷重】（省令第32条第1項）

第58条 架空電線路の強度検討に用いる荷重は、次の各号によること。
一 風圧荷重 架空電線路の構成材に加わる風圧による荷重であって、次の規定によるもの
イ 風圧荷重の種類は、次によること。
(イ) 甲種風圧荷重 58-1表に規定する構成材の垂直投影面に加わる圧力を基礎として計算したもの、又は風速40m/s以上を想定した風洞実験

に基づく値より計算したもの （例 鉄塔 2,840Pa等）

 電気事業法第39条に基づく電気設備の技術基準に基づき、鉄塔・電柱（架空電線
路の支持物）の材料及び構造は、引張荷重や風圧荷重等を考慮し、倒壊のおそれ
がないよう安全なものであることを求めている。



 風速40m/sの考え方について、現行では民間規格である送電用鉄塔設計標準
（JEC-127-1965）において10分間最大平均風速であることを定め、これを解釈で
引用していたが、今回の技術基準の見直しにおいて、これを明確化。
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1-２．技術基準の見直し案について（①10分間平均風速の明確化）

技術基準省令 技術基準解釈 技術基準解釈の解説

１０分間
平均風速

●架空電線路・・・は、そ
の支持物が支持する電
線等による引張荷重、
十分間平均で風速四
十メートル毎秒の風圧
荷重・・・（第32条）

●架空電線路の強度検討に用いる荷
重は、次の各号によること。なお、
風速は、気象庁が「地上気象観測
指針」において定める10分間平均
風速とする。 風圧荷重の検討にお

いては、気象庁が記録する風速の
年最大値を用いる。（第58条）

●本条は、架空電線路の強度検討に用いる
荷重について示している。風速については、
気象官署において長年のデータ蓄積がな
されていること、瞬間風速に比べてデータ
の変動幅が小さく風速分布を評価しやす
いこと、強風時での風向・風速の変動が大
きくなく、鉄塔自身や電線の揺れの影響を
評価しやすいことなどから気象庁の地上
気象観測統計にもとづく年最大10分間平

均風速を用いることが妥当である。
IEC60826（2017）、EN50341-1（2012）、建築
基準法告示（平成12年建設省告示第1454

号）においても鉄塔あるいは構造物に対す
る基準風速として10分間平均風速が用い
られている。（第58条）

＜技術基準、関連規程の見直し案＞









技術基準省令 技術基準解釈 技術基準解釈の解説

木柱 ―

●架空電線路の支持物として使用する木柱は、次
の各号に適合するものであること。
一 わん曲に対する破壊強度を59-1表に規定す

る値とし、電線路に直角な方向に作用する風
圧荷重に、架空電線路の使用電圧に応じ59 2
表に規定する安全率2.0を乗じた荷重に耐え
る強度を有すること。（第59条）

●木柱の安全率については、令和元年台風
15号の木柱の被害状況を踏まえ、②基準

で、鉄筋コンクリート柱に関する日本産業
規格 JIS A 5373（2016）で必要とされる安全
率2.0と同じ水準にしたものである。（第59
条）

連鎖
倒壊
防止

●特別高圧架空電線路の
支持物は・・・連鎖的に
倒壊のおそれがないよ
うに施設しなければな
らない。（第32条）

●低圧又は高圧架空電線路の支持物で直線路が
連続している箇所において、連鎖的に倒壊する
おそれがある場合は、必要に応じ、16基以下ご

とに、支線を電線路に平行な方向にその両側に
設け、また、5基以下ごとに支線を電線路と直角

の方向にその両側に設けること。ただし、技術上
困難であるときは、この限りでない。（第70条）

●本項は、風圧荷重、地震荷重のほか、台
風等による樹木等の倒壊、トタン、看板等
の飛来による外力により、低圧又は高圧
架空電線路の支持物の連鎖的倒壊を防止
するための支線の施設箇所を示している。
なお、支線を設置する間隔については現
行の運用では事業者によりばらつきがあっ
たため、最も安全側にとっている間隔をと
ることとする。また、技術上困難であるとし
て、解釈に定める方法をとり得ない場合は、
技術基準を満足するよう適切な措置を講じ
ること。（第70条）
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1-4．技術基準の見直し案について（③木柱の基準引き上げ④連鎖倒壊防止）

 木柱の安全率については、現行の技術基準の解釈において、使用電圧により安全率を
定めていたところ、電圧にかかわらず、安全率2.0に定め直す。

 また、連鎖倒壊防止については、既に規定がある民間規格（配電規程）を参考にすると
ともに同様の規程がある特別高圧架空電線路（鉄塔等）との整合性をとった。
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２-1．地域風速の検討状況について

 地域風速の検討に当たっては、最新の知見や技術等を適切に反映することが重要であり、
JEC-TR-2015では、令和元年台風15号による鉄塔の倒壊事故以前から地域風速に
関する検討が行われてきたことを踏まえ、同検討結果をベースに更なる検討を進めている
ところ。

 今回のWGにおいては、JEC-TR-2015における地域風速・鉄塔設計手法の考え方に
ついてご確認いただくとともに、事務局が有識者と中心に確認した本規定の妥当性・ポイ
ントについてご確認いただきたい。

＜現行の技術基準と検討中のJEC-TR-2015＞

基準風速 基準風速の
対象範囲

基準高さ 高さ
補正

風力
係数

局所地形 地表面

粗度

ガスト影響
係数

安全率 再現
期間

電気設備の
技術基準 40m/s 全国一律 15m 〇 〇 各社計算 － －

〇
（1.5）

50年

送電用鉄塔
設計標準

JEC-TR-2015

地域別の
風速

10km四方単
位で設定

10m 〇 〇
増速率を

風速に乗じる
〇 〇 － 50年

※ガスト影響係数とは、平均風力と変動風力によって生じる最大荷重効果と等価な効果となる静的荷重を算定するために、平均風荷重に乗ずる係数
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（参考）JEC-TR-2015について

 JEC-127-1979「送電用支持物設計標準」の改定版として、電気学会に設置された
送電用鉄塔設計標準特別委員会（大熊名誉教授、一般送配電事業者、電力中央
研究所等）が2009年8月に制定作業に着手、2015年2月に公表。

 JEC-127-1979に対して、最新の知見や技術等を反映。

 新規材料、多様化した基礎、新たな設計手法等の技術進展の追加

 2003年に制定されたIEC-60826（送電線路に係る国際規格：国際電気標準
会議）との整合

 平成３年台風19号による鉄塔被害を踏まえた風の乱れ率（ガスト影響係数）、
特殊箇所の導入

 最近の自然災害等を踏まえ、地域風速を含む検討作業をJEC本改正に向けて実施中。





 地域風速の算定に当たって、基本となるのは気象官署の観測データであるが、入手可
能な観測データは1951年以降の分のみであり、特に高温季（4月～11月）の台風
データは不足。信頼性の高い統計値を得る観点から、台風モデルによるシミュレーション
値を観測データで補正したもので、台風データを補完。

 台風シミュレーションは、再現期間50年のシミュレーションを一カ所あたり200回実施す
ることで、統計的な信頼度を補完。
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2-2．JEC-TR-2015での検討状況((1)地域風速の基本的考え方①台風シミュレーション)

＜台風シミュレーションによる風速算定＞

（出所）JEC-TR-2015

＜台風シミュレーションの実施方法＞

① 台風データ（発生回数、発生場所、中心位置・気圧、
最大旋衡風速半径、等）の収集

② 50年×200回分の台風シミュレーションの実施

③ 8方位の最大風速の算定、小地形の影響除去

④ 台風による50年再現期待値の算定



 観測データは、全国約150カ所の気象官署の1951年以降のデータを使用。

 これら観測データと台風シミュレーションの結果との比を用いて、台風シミュレーションの結
果を補正。

 上記の補正により、全風向の50年再現値は観測データ、風向別の分布は台風シミュ
レーションを適用。
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2-2．JEC-TR-2015での検討状況((1)地域風速の基本的考え方②観測データによる補正)

（出所）気象庁

＜国内の気象官署＞
＜観測データの分析＞

①データの収集（日最大、時々刻々）

②計測機器、高さ、粗度の補正

③8方位の最大風速の算定、小地形の影響除去

④50年再現値の算定（10分平均風速）

⑤台風シミュレーションの結果と観測データとの比αを
算出













項目 論点・外部有識者からのコメント

（１）
地域風速
の考え方

①台風シミュレーション
○10,000年分のシミュレーションを行ってるが、他事例でも5,000年や

10,000年を用いる例が多く、特に問題ない。

②観測データによる補正

○建築分野では、台風シミュレーションを観測値で補正していない。相違が
大きいのであれば、台風シミュレーションのモデル妥当性や、傾度風・地上風
の相関モデルとの妥当性を評価し、その原因を追究すべき。 ・・・(a)

③地域風速マップ

○作成方法の流れ（観測データと台風シミュレーション結果の分析を行い、
地域風速を設定）については、妥当。建築学会も同様の方法。

○市区町村ではなく、図面上の境界線で示すことについては、建築分野でも
同様であるが、等値線マップでは建物がどの風速域に含まれるか、判断が
ばらつくため、建築基準法では市区町村で示した経緯あり。地域風速マッ
プは、事業者の活用方法まで検討する必要がある。 ・・・(b)

○気象官署の50年再現値のデータをマップ化する際に、同様の風気候に在
ると思われる地点の空間平均化等による、気象官署間の風気候の同一
性が考慮されているか確認することが望ましい。気象官署間での内挿関
数を求め適用しているとのことだが、山岳地域を含む内挿関数は、列島的
規模の地形の影響を考慮した、風気候の同一性が考慮された関数であ
るか、確認することが必要。 ・・・(c)
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2-3．事務局による妥当性検討（1/2）

 JEC-TR-2015の改正内容について、事務局において（土木工学、風工学、建築工学
などの）有識者等のヒアリングを通じて、 妥当性について検討。



項目 論点・外部有識者からのコメント

（２）
鉄塔設計 ①地域風速の荷重

○設計手法については、建築・土木分野と同等であり、妥当。

○鉄塔の場合、たわみが大きいことから、単純な風方向の変形ではないので、瞬間
最大風速ではなく、平均的な風速に対しての応答で考えることが妥当であり、１
０分間平均を採用することは妥当。

○小地形の増速率は、鉄塔の低い側の方が、増速率が高い傾向にある。増速率
の高さの変化について、考慮した方がいい。 ・・・(d)

○地域風速は40m/sを下回る地域も存在するが、現行の全国一律40m/sと
の関係はどう整理するか（規制緩和になるのではないか。）。 ・・・(e)

その他

○一律50年再現値ではなく、鉄塔の重要性を評価し、必要に応じ再現期間を長
く設定してはどうか。 ・・・(f)

○建築物では、巨大地震の際には、「人命に影響が無い」という基準であったが、
「継続性」も重要であると認識に変わった。電力も継続性についても考慮した方
がよいのではないか。 ・・・(g)

○将来の地球温暖化について検討を行ったことがあるが、風速が10%程度増加
する結果となった(データが十分ではなく、構造設計に活用できるレベルではない
が。)

○山岳地域では、建築基準法で規定されている風速以上の風速が観測されてい
ることに起因し、風力発電等の事故につながっている。急峻な風の流れが発生し
ていることから、留意が必要。 ・・・(h)
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2-3．事務局による妥当性検討（2/2）











 地域風速については、一部地域で現行の技術基準である40m/sを下回る地域が存
在するが、昨今の災害の激甚化やレジリエンスの高まりを踏まえ、新たな地域風速を用い
た設計手法と従前からの40m/sと安全率を用いた設計手法を比較し、安全側の設
計値とすることを今後の技術基準に盛り込んではどうか。

 なお、諸外国では、米国では、中部から東部にかけては、瞬間最大風速40m/s、西部
では38m/s、オーストラリアでは、最大瞬間風速50m/sを設計上の最低風速としている。
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2-3．事務局による妥当性検討⑤
項目 論点・外部有識者からのコメント

（２）
鉄塔設計

①地域風速の荷重
○地域風速は40m/sを下回る地域も存在するが、現行の全国一

律40m/sとの関係は（規制緩和になるのではなか。）。 ・・・(e)

 現在のところ、鉄塔の減価償却期間が３６年ということから、再現値を５０年としてい
るところ、今後の鉄塔の補強状況や、運用上重要度の高い鉄塔に対しては、検討を行っ
ていきたい。

項目 論点・外部有識者からのコメント

その他
○一律50年再現値ではなく、鉄塔の重要性を評価し、必要に応じ再

現期間を長く設定してはどうか。 ・・・(f)
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2-3．事務局による妥当性検討⑥

 引き続き技術基準全般含め随時見直しを図るとともに、上記と同様に、運用上重要度
の高い鉄塔に対しては、設計上の再現期間について検討することにより、事業継続性、
の向上といった課題に対して対応していきたい。

項目 論点・外部有識者からのコメント

その他
○建築物では、巨大地震の際には、「人命に影響が無い」という基準で

あったが、「継続性」も重要であると認識に変わった。電力も継続性
についても考慮した方がよいのではないか。 ・・・(g)

 山岳地域の気象官署データは極めて少ないことから検証は困難。

 JEC-TRでは、山岳地形を考慮した気流シミュレーションに基づき、内挿関数を定義し、
山岳地域も含み、面的な風速分布の評価を行い、基本風速マップを作成。

 シミュレーションの精度検証は、電力事業者が独自に取得した山間部のデータを用いて
検証を実施したものである。

項目 論点・外部有識者からのコメント

その他
○山岳地域では、建築基準法で規定されている風速以上の風速が

観測されていることに起因し、風力発電等の事故につながっている。
急峻な風の流れが発生していることから、留意が必要。 ・・・(h)
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